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2006年を通じて日本経済では緩やかな景気拡大が続いたが，実質GDP成長率は第1四半期の3.4％から第2四半期には2.7％，第3四半期には2.2％と徐々に減速している（図2.1）。結局2006年通年の実質GDP成長率は2.5％と予想される（表2.1）。これは表1.2に示した予測値のうちの低いほうの値であり，2006年第4四半期の成長率が1.7％に減速することを意味している。2007年度（2007年4月～2008年3月）の経済成長率予測の多くは2％未満である（東洋経済，2007）。デフレ圧力は2006年中に幾分緩和された。しかし消費者物価指数が1998年以降初めて上昇した（表2.2，図2.3）一方，GDPデフレータは2006年第3四半期までに1.5％低下し（図2.1），年間では1.3％低下する見通しである。表1.2が示すように，2007年中に消費者物価指数がわずかに上昇するというのが大方の予想である。

2002年1月から始まった今回の緩やかな景気拡大は2006年10月をもって4年9ヵ月（57ヵ月）に達し，第2次世界大戦後最長のいざなぎ景気に並んだ（図2.1）。民間企業の設備投資が堅調だったほか，世界経済の拡大を背景に輸出が伸びたこと，バブル期に生じた企業の過剰設備や債務が清算され，企業の競争力が回復してきたことが主な要因である。2006年1～9月期の民間総固定資本形成は特に顕著で，ここ10数年来初めて対GDP比20％を超えた。輸出入，特に輸出が急速に伸び（表2.2），2006年1～9月期の純輸出は対GDP比3％にも達した。自動車等（部品を含む），その他電気機器の輸出が堅調で，機械製品輸出が全輸出の3分の2弱に達した（表2.3）。これは，政府が情報通信技術や研究開発投資に対して税制上優遇し，間接的にハイテク製品の輸出を支援し，企業が設備投資し，そして輸出を拡大した結果である。

しかし，今回の景気には民間消費の回復力が弱いという特徴がある。これは，人口の低成長，高水準の失業率，および財政収支健全化のために議論されている将来の増税を見越して民間が資金を貯蓄に回しているためである。消費税増税も2007年中には議論になると思われるが，これは社会保障費等の増大と，対GDP比で165％に達し，約800兆円（表2.2）に膨らんだ国の累積債務に対処するためである。人口構成の高齢化に加え，労働市場がタイトになる一方，多くの地方都市で人口の転出に歯止めがかかっていない。失業率は4年連続で減少しているが，従来水準に比べて高く，賃金上昇率も低いため，景気回復の影響が家計所得にほとんど反映されていないのが現状である。

日銀は総需要拡大のため，2001年3月以降，金融緩和政策として貸出金利を極めて低く抑えてきた（表2.2）。しかし，金融緩和の行き過ぎによる過剰設備投資の弊害を懸念して2006年3月に量的緩和政策を解除し，続いて7月にゼロ金利政策を解除し，無担保オーバーナイト・コール・レイトを0.25％に上げた。それを受けて市中銀行の貸出金利が3月の1.6％から11月の1.74％まで上昇した（Bank of Japan，various years）。その後はしかし，日銀は物価の先行きが不透明であるとの理由で，2007年初頭にも政策金利の上昇を見合わせている。この低金利政策は円安を後押しし，輸出企業の業績回復の追い風となった。政府もIT投資減税や研究開発減税などで企業負担を軽くし，業績回復を支えた。企業は設備投資を大幅に増やし，景気拡大を引っ張ってきた。
日本企業の輸出収益を後押しし，息の長い景気を下支えしている円安傾向は，2006年を通じて一層鮮明になった。アメリカの景気が軟着陸に向かっているとの観測が大勢を占めるが，景気の底堅さからアメリカの利下げ観測が遠のいている。その結果，日米の金利差はなかなか縮小せず，2006年を通じて円安基調が続いた（図2.3）。
日本の輸出は機械･自動車を中心に2006年も拡大傾向にあった（図2.4，表2.3）。また東アジア地域との貿易比率が上昇している。たとえば，東アジア地域への輸出比率は1996年の43％から2006年の46％に，東アジア地域からの輸入比率は1996年の36％から2006年の42％にそれぞれ上昇している。近年日本の主要な貿易相手国は中国であり， 2006年には欧州工業国を抜き，米国に次ぐ第2の輸出相手国になった。輸入では2002年以降今日まで日本の第1位の輸入相手国である（表2.4）。

自由貿易協定が乱立する中で，日本もこれまでシンガポール（2002年発効），メキシコ（2004年発効），マレーシア（2006年発効）と協定を締結し，フィリピンとも2006年に署名した。その他にも合意に向けた話し合いが，インドネシア，タイ，ブルネイ，ベトナム，チリ，韓国，ASEAN諸国との間でおこなわれている。この他にもASEAN+3，ASEAN+6，APEC21ヵ国・地域の自由貿易協定構想等が浮上している。
2005年にひびきコンテナ・ターミナル（HCT），2006年に新北九州空港が開港し，海と空の人と財の出入り口が確保された。しかし，HCTは当初予測の取扱量を大幅に下回り，新北九州空港の開港にあわせて就航した航空会社スターフライヤーも採算ラインを容易に突破できず苦戦している。一方で，自動車産業の集積が進む北部九州では自動車関連の投資が増大する傾向にあり，自動車部品企業の進出も始まっている。北九州空港では2006年8月から24時間運用が始まり，貨物専用空輸も10月から就航するなど，先行きは必ずしも暗いばかりではない。
北九州市の人口流出にはいまだ歯止めがかからず，長い間減少傾向が続き，2005年からは100万人を割り込むようになった。しかし，輸出入は回復傾向にあり，特に化学製品と金属製品の輸出は堅調に推移している。2006年は世界的な原油価格の高騰で北九州市の石油・ガス輸入額が膨らんだが，ほかにも原材料，化学製品，金属製品・くず，機械製品の輸入も増大している。2005年度の北九州市の輸出入はともに対中国貿易のシェアがトップで，輸出では24.1％，輸入では実に35.6％を占める（表2.8）。環黄海に面した北九州市の立地条件から，日本全体の対中国貿易シェア（表2.4）を輸出入ともに大幅に上回っている。これら貿易の拡大は中国の経済発展を背景とする輸出需要と北九州市の企業業績の回復傾向を反映したものである。
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